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新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その21） 

 

 

新型コロナウイルスの感染が拡大している状況を踏まえ、臨時的な診療報酬の取扱い及び

施設基準に係る臨時的な対応等について別添１及び２のとおり取りまとめたので、その取扱

いに遺漏のないよう、貴管下の保険医療機関に対し周知徹底を図られたい。 

 

以上 

御中 

16040026
写し



（別添１） 

 

問１ 「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その 14）」

（令和２年４月 24 日付け事務連絡。以下「４月 24 日事務連絡」という。）の問６に示

す、新型コロナウイルス感染症の患者（新型コロナウイルス感染症であることが疑われ

る者を含む。）に対する訪問看護を実施する場合について、医療機関においては在宅移

行管理加算を算定できることとされているが、精神科訪問看護・指導料についても、医

師から感染予防の必要性についての指示を受けた上で、必要な感染予防策を講じて当該

患者の看護を行えば、同様の取扱いとなるか。 

（答）そのとおり。この場合、在宅患者訪問看護・指導料を算定せずに、精神科訪問看護・

指導料及び当該加算を算定すること。 

 

問２ ４月 24 日事務連絡の問７に示す、新型コロナウイルスへの感染を懸念した訪問看護

ステーションの利用者等からの要望等により、訪問看護が実施できなかった場合に、代

わりに看護職員が電話等で病状確認や療養指導等を行った場合について、訪問看護管理

療養費のみを算定できることとされているが、医療機関における訪問看護・指導につい

てはどのような取扱いとなるか。 

（答）医療機関において在宅患者訪問看護・指導料又は同一建物居住者訪問看護・指導料を

算定している患者については、訪問看護・指導体制充実加算のみを算定可能とする。た

だし、４月 24 日事務連絡の問７の取扱いと同様に、医師による指示の下、患者又はそ

の家族等に十分に説明し同意を得た上で実施するものとし、当該月に訪問看護・指導を

１日以上提供していること。また、医師の指示内容、患者等の同意取得及び電話等によ

る対応の内容について記録に残すこと。  

なお、訪問看護ステーションにおける取扱いと同様に、看護職員が電話等で病状確認

や療養指導等を行った日について、訪問看護・指導体制充実加算のみを算定することと

し、訪問を予定していた日数に応じて、月１回に限らず、電話等による対応を行った日

について算定できるものとする。すでに当該加算を算定している患者については、当該

加算を別途算定できる。 

加えて、精神科訪問看護・指導料を算定している患者についても、同様の取扱いとし、

訪問看護・指導体制充実加算のみを算定できるものとし、この場合についても、精神科

訪問看護・指導料を算定せずに、当該加算のみを算定すること。 

また、訪問看護・指導体制充実加算を、当該取扱いに係る患者に対してのみ算定する

医療機関については、特掲診療料の施設基準等（平成 20 年厚生労働省告示第 63 号）第

四の四の三の四に規定する施設基準を満たしているものとみなすとともに、第一に規定

する届出は不要とすること。 

 

 

 



 

問３ 「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて(その 18)」

（令和２年５月 22 日厚生労働省保険局医療課事務連絡）に基づき算定した検査の費用

を請求する場合は、書面により請求することとされているが、請求に当たっては、審査

支払機関に対して、療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（昭

和 51 年厚生省令第 36 号）第７条第１項に規定する届出を行う必要があるか。 

（答）不要である。 



 

（別添２） 

 

問１ 「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その４）」

（令和２年３月５日厚生労働省保険局医療課事務連絡）において、新型コロナウイルス

の感染が拡大している間の臨時的対応として、慢性疾患等を有する定期受診患者等に対

して電話や情報通信機器を用いた診療を行った場合に、電話等再診料を算定可能とされ

た。この場合において、別表第二歯科診療報酬点数表の A002 再診料に係る加算は算定

可能か。 

（答）A002 再診料の注３、注５、注６及び注９に規定する加算については、それぞれの要

件を満たせば算定できる。なお、この取扱いは、令和２年３月５日から適用される。 

 

問２ 「新型コロナウイルス感染症に係る診療報酬上の臨時的な取扱いについて（その 15）」

（令和２年４月 27 日厚生労働省保険局医療課事務連絡）において、新型コロナウイル

スの感染が拡大し、医療機関の受診が困難になりつつあることに鑑みた時限的・特例的

対応として、初診から電話や情報通信機器を用いた診療を実施した場合に、別表第二歯

科診療報酬点数表の C000 歯科訪問診療３（注の加算を含む。）を算定することとされ

たが、「注の加算」とは何を指すのか。 

（答）A000 初診料の注５、注７及び注８に規定する加算を指す。なお、この取扱いは、令

和２年４月 27 日から適用される。 

また、電子情報処理組織の使用による請求又は光ディスク等を用いた請求を行ってい

る歯科保険医療機関にあっては、本加算の請求については、書面により請求すること。

書面による請求を行っている歯科保険医療機関にあっては、通常の手続に則り請求する

こと。 

 

問３ 問２に基づき電子情報処理組織の使用による請求又は光ディスク等を用いた請求を

行っている歯科保険医療機関に係る書面による請求は、どのように行えば良いか。 

（答）A000 初診料の注５、注７及び注８に規定する加算の請求については、当該加算以外

の項目については、通常の手続に則り診療報酬明細書を作成し、これとは別途、療養の

給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令第七条第三項の規定に基づき

厚生労働大臣が定める様式の様式第三に基づき、当該加算のみを記載した診療報酬明細

書を作成し、書面により請求すること。 

なお、請求に当たっては、審査支払機関に対して、療養の給付及び公費負担医療に関

する費用の請求に関する省令（昭和 51 年厚生省令第 36 号）第７条第１項に規定する届

出は不要である。 

 



問４ 研修が届出基準の１つとなっている施設基準について、新型コロナウイルス感染症の

拡大防止の観点から、歯科外来診療環境体制加算、在宅療養支援歯科診療所及びかかり

つけ歯科医機能強化型歯科診療所の施設基準である研修について集合研修ではなくｅ

ラーニング等の WEB 配信による受講でも該当する研修として認められるか。 

（答）医療関係団体が実施し、必要な内容が網羅されたものであれば、認められる。 

 


